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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 21,685 22,709 32,408 23,157 21,114

経常利益又は

経常損失（△）
(百万円) 379 640 3,575 36 △310

当期純利益又は

当期純損失（△）　
(百万円) 137 329 1,678 86 △373

包括利益 (百万円) － － － － △504

純資産額 (百万円) 6,865 6,822 8,331 8,402 7,897

総資産額 (百万円) 24,225 25,587 30,602 25,679 24,725

１株当たり純資産額 (円) 121.74 120.85 147.74 148.94 139.99

１株当たり当期

純利益金額又は

当期純損失金額（△）

(円) 2.45 5.89 29.98 1.55 △6.67

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 28.1 26.4 27.0 32.5 31.7

自己資本利益率 (％) 1.9 4.9 22.3 1.0 △4.6

株価収益率 (倍) 59.2 24.1 6.0 100.6 △19.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 1,067 61 406 1,315 1,001

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △487 △332 △685 △485 △319

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △989 189 1,128 △1,190 △826

現金及び現金同等物の期

末残高
(百万円) 1,115 1,032 1,882 1,522 1,378

従業員数 (名) 513 514
488

(69)

486

(70)

472

(74)

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　従業員数の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員であり、臨時従業員には、パートタイ

マー及びアルバイトの従業員を含み、派遣社員を除いております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 19,857 21,194 30,682 21,900 19,778

経常利益又は

経常損失（△）　
(百万円) 235 549 3,530 14 △307

当期純利益又は

当期純損失（△）　
(百万円) 67 287 1,652 88 △351

資本金 (百万円) 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800

発行済株式総数 (千株) 56,000 56,000 56,000 56,000 56,000

純資産額 (百万円) 5,690 5,599 7,079 7,147 6,668

総資産額 (百万円) 22,429 24,015 29,154 24,126 23,199

１株当たり純資産額 (円) 101.63 100.01 126.46 127.68 119.14

１株当たり配当額

（１株当たり中間配当

額）

(円)
0

(－)

2.00

(－)

2.00

(－)

0

(－)

0

(－)

１株当たり当期

純利益金額又は

当期純損失金額（△）　

(円) 1.21 5.14 29.53 1.58 △6.28

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 25.4 23.3 24.3 29.6 28.7

自己資本利益率 (％) 1.1 5.1 26.1 1.2 △5.1

株価収益率 (倍) 119.8 27.6 6.1 98.7 △20.4

配当性向 (％) － 38.9 6.8 － －

従業員数 (名) 285 287 264 271 273

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第97期の１株当たり配当額には、発足25周年記念配当２円が含まれております。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【沿革】

昭和の初期、当時の代表的化学肥料であった硫安は、国内生産だけでは需要を賄いきれず相当量が輸入されており、

しかもその需要は年々増加しつつありました。

当社は、このような状況のもとに、昭和13年11月、主に硫安の製造販売を目的とし、朝日化学工業株式会社（資本金

1,000万円）の商号をもって設立され、翌昭和14年３月、帝国高圧工業株式会社（昭和12年11月設立、資本金1,000万

円）を合併しました。

以後、商号変更、合併等を経て、化成肥料の製造技術の研鑚と蓄積を重ねてまいりました。

昭和40年頃より、農業情勢の変化によって、化学肥料業界を取り巻く環境は次第に厳しさを増し、一社のみの経営努

力では限界となり、体質を抜本的に改善するため、昭和58年４月、４社合併統合を実現しました。当社及び当社の関係

会社（当社、子会社８社及び関連会社４社（平成23年３月31日現在）により構成）の、現在までの主なる事項は次の

とおりであります。

　

昭和13年11月朝日化学工業株式会社として設立、本店を兵庫県尼崎市に置く。

昭和14年３月 帝国高圧工業株式会社を合併

昭和14年４月 本店を東京市芝区に移転

昭和15年５月 秋田工場操業開始

昭和18年１月 商号を東北肥料株式会社に変更

昭和18年６月 本店を秋田市に移転

昭和24年５月 東京証券取引所に株式上場

昭和30年10月高度化成肥料製造開始（秋田工場）

昭和35年９月 東北亜鉛鉱業株式会社を合併

昭和40年４月 資本金10億４千万円となる。

昭和46年10月フッ化物製造開始（秋田工場）

昭和53年２月 秋田市に朝日産業株式会社を設立（現・連結子会社）

昭和58年３月 フッ化物部門等営業の一部を新秋田化成株式会社（現三菱マテリアル電子化成株式会社）へ譲渡

〃 本店を東京都千代田区へ移転

昭和58年４月 商号をコープケミカル株式会社に変更

株式会社サン化学（資本金17億６千万円、明治29年設立）を合併、ラサ工業株式会社（大正２年発

足）及び日東化学工業株式会社（昭和12年設立、現三菱レイヨン株式会社）の肥料部門の営業譲

渡を受け、釧路工場、八戸工場、宮古工場、秋田工場、関東工場、新潟東港工場（現新潟工場）、新潟

西港工場及び新潟山の下工場の８工場体制となる。

〃 岩手興産株式会社（本店・岩手県宮古市）に出資（現・連結子会社）

〃
ラサ吉野石膏株式会社に出資（現宮古吉野石膏株式会社（本店・宮古市）、現・持分法適用関連

会社）

昭和58年７月 合併登記（昭和58年７月１日）、資本金28億円となる。

昭和59年１月 新潟山の下工場閉鎖

平成元年９月 新潟西港工場閉鎖

平成２年11月 ラサ工業株式会社及び宮古港湾運送株式会社との共同出資により宮古市に宮古ケミカルター

ミナル株式会社（現100％所有・非連結子会社）を設立

平成３年５月 硫酸加里製造開始（新潟東港工場）

平成３年12月 吉野石膏株式会社との共同出資により宮古市に宮古カルサイン株式会社（現・連結子会社）を設

立

平成４年２月 岩瀬分工場（茨城県）建設、園芸培土製造開始

平成４年３月 釧路工場を釧路西港第３ふ頭地区に移転

平成５年12月 合成雲母製造開始（新潟東港工場）

〃
中国広西省防城港市において合弁事業による日本国内向工業用りん酸生産開始

（芳田化工有限公司（現・非連結子会社）設立）

平成７年10月 中国雲南省昆明市において合弁事業による日本国内向りん酸カルシウム生産開始

平成８年９月 硫酸加里製造設備廃棄（新潟東港工場）

平成９年11月 水稲用側条液肥（ペーストタイプ肥料）製造開始（秋田工場）

平成10年３月 りん酸製造設備廃棄（新潟工場）

平成10年７月 営業譲渡により釧路工場をホクレン肥料株式会社へ譲渡

平成10年９月 スラリー製造設備廃棄（八戸工場）
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平成11年９月 配合製造設備廃棄（秋田工場）

平成13年12月農薬入り水稲側条用肥料製造開始（秋田工場）

平成14年６月 りん酸製造設備廃棄（宮古工場）

平成14年７月 石灰窒素製造開始（新潟工場）

平成15年１月 秋田工場化成肥料製造設備更新（多機能化）

平成15年10月三和運送株式会社がコープ商事株式会社を吸収合併し、商号をコープ商事物流株式会社（本店・

新潟市）（現・連結子会社）に変更

平成16年３月 苛性ソーダタンク事業開始（新潟工場）

平成19年９月 中国雲南省昆明市において合弁事業による日本国内向りん酸カルシウム生産終了

平成21年７月 大型設備による合成スメクタイト製造開始（新潟工場）
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３【事業の内容】

当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）においては、化学肥料の製造販売、化成品の製造販売に関わる事業

を行っており、各事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付け並びにセグメントとの関連は、次のとお

りであります。（平成23年３月31日現在）

事業区分 主要製品 主要な会社

肥料事業 高度化成肥料

普通化成肥料

有機化成肥料

りん安

過石・重過石

石灰窒素

当社

岩手興産㈱

計２社

化成品事業 りん酸

りん酸カルシウム

工業用りん酸

硫酸

当社

コープ商事物流㈱

宮古カルサイン㈱

宮古ケミカルターミナル㈱

宮古吉野石膏㈱

防城天睦化工有限公司 計６社

その他事業 合成雲母

合成スメクタイト

プラント等の設計および施工

不動産賃貸

運送業務

当社

コープ商事物流㈱

コープエンジニアリング㈱

朝日産業㈱

芳田化工有限公司 計５社

（注）１　各事業区分の主要製品は、「第５　経理の状況　注記事項（セグメント情報等）」のとおりであります。
２　各事業の会社数は、複数事業を営んでいる場合には、それぞれに含めて数えております。

　

＜事業系統図＞

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

コープ商事物流㈱ 新潟市北区 90
化成品事業

その他事業
100.0

当社製品の販売、原材料の購入

運送及び当社構内請負作業

当社所有の土地の賃貸

役員の兼任２名

コープエンジニアリング㈱ 新潟市北区 50 その他事業 100.0

当社設備の建設・保全

当社所有の建物の賃貸

役員の兼任３名

岩手興産㈱ 岩手県宮古市 10 肥料事業 100.0
当社構内請負作業

役員の兼任３名

朝日産業㈱ 秋田県秋田市 16 その他事業 65.3
当社構内請負作業

役員の兼任１名

宮古カルサイン㈱ 岩手県宮古市 20 化成品事業 60.0
原材料の購入

役員の兼任３名

（持分法適用関連会社） 　 　 　 　 　

宮古吉野石膏㈱ 岩手県宮古市 48 化成品事業 50.0

当社製造の石こうを使用した建

築材料の製造販売

役員の兼任３名

（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社に該当する会社は、ありません。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社は、ありません。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

　 平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

肥料事業 227

化成品事業 15

その他事業 193

全社（共通） 37

合計
472

(74)

（注）１　従業員数は、当社企業グループから当社企業グループ外への出向者を除き、当社企業グループ外から当社企業

グループへの出向者を含む就業人員であります。

２　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

３　従業員数の（外書）は、臨時従業員の当連結会計期間の平均雇用人員であり、臨時従業員には、パートタイ

マー及びアルバイトの従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2)提出会社の状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

273 44.6 20.2 5,339

（注）１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　 

セグメントの名称 従業員数（名）

肥料事業 　 207

化成品事業 　 9

その他事業 　 20

全社（共通） 　 37

合計 　 273

　（注）１　全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3)労働組合の状況

　労使関係については、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度のわが国経済は、個人消費回復を目的とした減税などの経済政策により底打ちの兆しがみられた

ものの、ユーロ圏経済の先行き懸念や中東情勢不安などが円高の進行と原油価格の高騰に波及し、今後も予断を許

さない状況が続くものとみられます。加えて、本年３月に発生いたしました東日本大震災では未曾有の被害をもた

らしただけでなく経済面にも多大な影響を及ぼすことが避けられない状況となりました。

当社企業グループをめぐる経営環境につきましては、主力の肥料事業では、肥料の国際市況が下落したことに伴

い、国内の肥料価格が昨年より引き下げとなるなか、依然として生産者の高齢化や耕作放棄地の拡大および農産物

価格が低迷するなど、厳しい農業環境が続きました。また、流通段階での在庫圧縮の動きがいっそう強まるととも

に、最需要期に大震災の影響を受け、物流環境が極度に悪化したことから出荷が滞り、予想以上にきびしい販売環

境となりました。

このような経営環境のなかで、当社は本年度が最終年度となる中期経営計画に基づき、農家ニーズに即した機能

性商品の拡充と技術普及が一体となった営業推進の展開や効率的な生産体制の構築に取り組んでまいりました。ま

た、化成品事業や多機能性無機素材部門などの非肥料分野の事業拡大にも注力してまいりました。

しかし、上記のように、肥料事業においては震災による荷動きの停滞や流通段階での在庫圧縮の動きなどが大き

く影響し、大幅な減収を余儀なくされました。化成品事業などにつきましても販売価格の値下がりにより減収とな

りました。　

この結果、連結売上高は、２１，１１４百万円（前年同期比８．８％減）となりました。利益面では、製造経費

や販売費および一般管理費の削減に最大限努めてまいりましたが、震災により宮古地区の工場設備の一部と港湾設

備が被災し操業停止となり、八戸地区をはじめとして他地区の工場においても停電により生産を一時停止したこと

から工場稼働率が低下し、遺憾ながら３１０百万円の経常損失（前年同期は経常利益３６百万円）となりました。

また、震災により被災した資産の除却、復旧費用および一部肥料の製品回収等関連損失などを特別損失として計上

した結果、当期純損失は３７３百万円（前年同期は当期純利益８６百万円）となりました。

なお、セグメントの業績は次のとおりであります。

ａ．肥料事業

肥料事業につきましては、国内の肥料需要が減少し続けているなか、より環境負荷が少なく、農家ニーズに対

応した有機肥料タイプの「基肥一発施肥肥料」や「コープペースト」・「畑のカルシウム」などの機能性商品の

拡販に努めました。製品開発面では、基肥一発タイプの農薬入り肥料「コープガードＤ一発６６４」、「コープ

ショート一発１８」、「側条用コープショート一発２０」の上市を行い、省力をコンセプトとした機能性商品の

充実を図りました。

しかしながら、価格引き下げによる減収や震災の影響により減販し、売上高は１５，１８９百万円（前年同期

比１１．５％減）となりました。また、利益面では売上減少と震災の影響により東北および関東地区の工場が一

時生産停止したことから、工場稼働率が低下し厳しい結果となりました。

ｂ．化成品事業

化成品事業では、工業用りん酸と硫酸の販売数量は好調に推移したものの、りん酸カルシウムと肥料用りん酸

が値下がりにより大幅な減収となり、売上高は４，３４９百万円（前年同期比４．３％減）となりました。

ｃ．その他事業

多機能性無機素材部門は、需要期に震災の影響を受けましたが、自動車関連の回復や新規需要により、部門全

体の売上高は、３２７百万円（前年同期比７．２％増）となりました。

また、運送部門は運送量の増加により増収、工事部門も受注増により増収となりました。

この結果、売上高は、１，５７５百万円（前年同期比８．２％増）となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べて１４４百万円減少し、１，

３７８百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

ａ．営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、１，００１百万円の収入（前連結会計年度は１，３１５百万円の収

入）となりました。

収入の主な内訳は、減価償却費６７６百万円、売上債権の減少４８９百万円であります。

ｂ．投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、３１９百万円の支出（前連結会計年度は４８５百万円の支出）となり

ました。

収入の主な内訳は、利息及び配当金の受取額３８百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得によ

る支出３３４百万円であります。

ｃ．財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、８２６百万円の支出（前連結会計年度は１，１９０百万円の支出）と

なりました。

収入の主な内訳は、長期および短期借入れによる収入１，８１０百万円であり、支出の主な内訳は、長期およ

び短期借入金の返済による支出２，４３３百万円、利息の支払額１８４百万円であります。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産数量(t） 前年同期比（％）

肥料事業 211,727 105.8

化成品事業 10,657 105.2

その他事業 851 226.6

合計 223,236 106.0

　

(2)受注状況

該当事項はありません。

　

(3)販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

肥料事業 15,189 88.5

化成品事業 4,349 95.7

その他事業 1,575 108.2

合計 21,114 91.2

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

全国農業協同組合連合会 18,439 79.6 16,162 76.5

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社企業グループは、平成２２年度の経営成績の結果を踏まえ、平成２３年度は業績を立て直す重要な年と位置付

け、役員・従業員が一丸となって顧客の信頼性の向上、安定的経営基盤の確立、闊達な企業風土の確立、収益力の向

上を目指します。

肥料事業につきましては、生産コスト抑制運動に伴う減肥による需要減や流通段階での在庫圧縮の動きが継続する

とともに、震災による作付面積の減少などの影響があるものと想定しております。しかし、当社は震災により一部工

場に被害があったものの、基盤となる肥料の生産設備には大きな被害がなく、被災地域をはじめとした東日本農業の

早期復旧、復興のため、系統メーカーとしてＪＡ全農や農業関係機関と連携をとり、肥料の安定供給の責務を果たし

てまいります。さらに、水稲分野においては、ＪＡ全農が推進するりん酸とカリウムの成分を従来よりも抑えたＰＫ

セーブの販売を強化するとともに、園芸分野への拡大に向けた機能性商品の拡販に努めてまいります。また、開発面

では、引き続き環境負荷軽減や省力化に向けた機能性商品の開発を進め、売上の維持拡大を図ります。

化成品事業につきましては、顧客への安定供給を第一義に、低廉な原料の確保と品質管理の徹底に努めます。平成

２３年度より販売体制の強化を図り、主力品目であるりん酸カルシウムでは製造・保管・流通段階での管理をより強

化し、安全・安心のニーズに応えてまいります。工業用りん酸では激変する原料事情を先取りし、経済合理性に合せ

た弾力的なサービスを提供し、シェアの維持拡大に努めてまいります。

その他事業につきましては、多機能性無機素材部門では、震災後の需要回復に備え生産出荷体制を整えるととも

に、新規顧客獲得に向けた対応も進め、規模拡大に努めてまいります。また、工事部門・運送部門などにつきまして

も、既存ユーザーの維持拡大を図りつつ新規ユーザーへの対応を迅速に推し進めてまいります。

このほか、生産・物流などあらゆる面で業務改善に取り組み、製造コストや諸経費の削減を図ります。また、財務

体質の改善については、収益力の確保、在庫水準の適正化を図り有利子負債の圧縮に努めます。
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４【事業等のリスク】

当社企業グループの経営成績、株価および財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、当連結会計年度末（平

成23年３月31日）現在において以下のようなものがあります。

なお、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に最大限の努力をする

所存であります。

①肥料の原料価格などの変動について

主力事業である肥料事業は、主原料の大半を輸入に依存しているため、国際市況や為替変動およびフレートなど

の動向に大きく影響されます。主原料購入価格などの変動が製品価格に転嫁できない場合、業績に強い影響を及ぼ

す可能性があります。

②特定の取引先などへの高い依存度について

肥料事業の製品は、主に全国農業協同組合連合会に販売しております。販売依存度（総販売実績に対する同会へ

の販売実績）の推移は、下記のとおりであり、当連結会計年度においても７６．５％と高い水準にあります。

同会は議決権の１２．７％を保有する主要株主であると同時に主な販売先となっており、販売活動・研究活動を

はじめとして緊密な連携を保っております。そのため今後、同会の事業方針、販売施策などが業績に強い影響を及ぼ

す可能性があります。

　 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

連結売上高（Ａ）　（百万円） 32,408 23,157 21,114

同会への販売実績（Ｂ）　（百万円） 26,081 18,439 16,162

販売依存度（Ｂ）／（Ａ）　（％） 80.5 79.6 76.5

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

③法的規制などについて

肥料事業は、肥料の製造・販売登録、使用可能原料などに関して肥料取締法などの法的規制を受けております。

同法によって安全性が保証されている原料を使用しておりますが、ＢＳＥ問題など新型伝染病の発生など、農業

に関する社会的問題が発生した場合にも、主要原料の規制が強化されることが予想され、業績に強い影響を及ぼす

可能性があります。

④金利の動向について

当社企業グループは、借入による資金調達を行っておりますが、金利など金融市場の影響を強く受けるため、これ

らの環境の変化により、資金調達のコストが増加し、業績および財産状況に影響を及ぼす可能性があります。

⑤天候による影響について

肥料事業では、作物の生育にあわせて肥料が使用されるため、使用時期に冷夏、旱魃、長雨、雪害などの異常気象が

発生した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥自然災害などについて

生産拠点において、予測不可能な事由により大規模災害が発生した場合は、生産設備の破損、物流機能の麻痺など

により、生産拠点の操業停止などが生じ、生産能力が低下する可能性があります。また、設備の修復、再構築などに巨

額な費用が発生する可能性もあり、業績および財産状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

当社企業グループでは、コープケミカル㈱（当社）のみ研究開発活動を行っております。

当社は主力の肥料事業の農業資材とその他事業の多機能性無機素材に特化した研究開発活動を展開しており、安全

面・環境面に十分に配慮しながら顧客ニーズに基づいた機能性商品の開発と提供を最重要課題として積極的に取り

組んでおります。

当連結会計年度における研究開発費の総額は176百万円であります。

セグメントごとの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

(1)肥料事業

肥料事業における研究開発活動は、農材開発部を中心に、茨城県筑西市の農材開発研究所で行っております。

環境保全、高品質、省力化、コスト削減などをコンセプトに機能性の高い肥料や資材、低コスト銘柄などの製品開

発を進めております。

当事業に係る研究開発費は115百万円であります。

　

(2)化成品事業

化成品事業における研究開発活動は行っておりません。

　

(3)その他事業

その他事業における研究開発活動は、新素材部を中心に、新潟県新潟市の新素材研究所で行っております。

新素材部の研究開発活動は、合成粘土鉱物に関連した研究に特化しており、新規製品開発や自社技術蓄積のほか、

最優先課題として新規開拓に向けた技術支援に取り組んでおります。

当事業に係る研究開発費は60百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1)重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成に当たりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて実施しておりま

す。

詳細につきましては、「第５[経理の状況]１[連結財務諸表等]（１）[連結財務諸表][連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項]」に記載のとおりであります。

　

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

＜財政状態の分析＞

①　資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて３．８％減少し、１３，２０４百万円となりました。増減の主なもの

は、受取手形及び売掛金の減少４８９百万円、商品及び製品の減少１８６百万円などで、５１６百万円減少して

おります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて３．７％減少し、１１，５２１百万円となりました。増減の主なもの

は、機械装置及び運搬具の減少１７４百万円、上場株式時価評価差額の減少による投資有価証券の減少２４６百

万円などで、４３６百万円減少しております。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて３．７％減少し、２４，７２５百万円となりました。

②　負債、純資産

流動負債は、前連結会計年度末に比べて３．３％減少し、１２，６２４百万円となりました。増減の主なもの

は、短期借入金の減少５０７百万円などで、４３３百万円減少しております。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて０．３％減少し、４，２０４百万円となりました。増減の主なもの

は、長期借入金の減少１１６百万円などで、１４百万円減少しております。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて２．６％減少し、１６，８２８百万円となりました。

純資産は、前連結会計年度末に比べて６．０％減少し、７，８９７百万円となりました。増減の主なものは、

利益剰余金の減少３７３百万円、その他有価証券評価差額金の減少１３１百万円などで、５０５百万円減少して

おります。１株当たり純資産は、前連結会計年度末に比べて８円９５銭減少し、１３９円９９銭となりました。

また、自己資本比率は、前連結会計年度末の３２．５％から０．８％減少し、３１．７％となりました。

　

＜経営成績の分析＞

「１　業績等の概要(1)業績」をご参照ください。

　

＜キャッシュ・フローの分析＞

「１　業績等の概要(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

「４　事業等のリスク」をご参照ください。

　

(4)経営戦略の現状と見通し

「３　対処すべき課題」をご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社企業グループは、「優れた農業資材とサービスの提供及び新規分野の拡充」を重点に置き、合わせて省力化、合

理化及び品質の維持向上に努めております。

当連結会計年度は、378百万円の設備投資を実施しました。

セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

(1)肥料事業

つくば工場のドライヤーバグフィルター更新工事のほか、操業安定と品質の維持向上のための設備改善を中心に

280百万円の設備投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

(2)化成品事業

新潟工場の塩酸払出設備更新工事等で8百万円の設備投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

(3)その他事業

新潟工場の合成スメクタイト製造設備に係る増設工事等で79百万円の設備投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

　

(4)全社（共通）

農材開発研究所の栽培試験用温室制御装置更新工事等で8百万円の設備投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２【主要な設備の状況】

(1)提出会社

　 平成23年３月31日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（名）

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

八戸工場

（青森県八戸市）
肥料事業 化成肥料製造設備 241 204

763

(69,244)

[7,139]

2 1,212 28

宮古工場

（岩手県宮古市）
肥料事業 化成肥料製造設備 451 293

2,152

(341,841)

[5,000]

4 2,900 33

秋田工場

（秋田県秋田市）
肥料事業 化成肥料製造設備 390 220

305

(96,948)

[106,978]

12 927 21

つくば工場

（茨城県筑西市）

（茨城県桜川市）

肥料事業 化成肥料製造設備 246 214

255

(107,404)

[9,325]

15 732 21

新潟工場

（新潟市北区）

肥料事業 化成肥料製造設備 397 462

897

(189,186)

[1,113]

2 1,760 34

化成品事業 化成品製造設備 181 74 － 0 256 6

その他事業

合成雲母及び合成

スメクタイト製造

設備

125 324 － 29 479 7

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２　土地の一部を賃借しております。年間賃借料は77百万円であります。

賃借している土地の面積については、［　］で外書きしております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

　

(2)国内子会社

国内子会社に記載すべき主要な設備はありません。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

平成23年３月31日現在において実施または計画している重要な設備の新設等はありません。

　

(2)重要な設備の除却等

平成23年３月31日現在において実施または計画している重要な設備の除却等はありません。

　

EDINET提出書類

コープケミカル株式会社(E00750)

有価証券報告書

16/96



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 224,000,000

計 224,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 56,000,000 56,000,000
東京証券取引所

（市場第１部）

単元株式数は

1,000株であります。

計 56,000,000 56,000,000 － －

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

昭和58年４月１日 35,200 56,000 1,760 2,800 － 1,139

（注）　㈱サン化学との合併による増加　合併比率１：１

　

(6)【所有者別状況】

　 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 35 35 79 35 3 4,2364,423 －

所有株式数

（単元）
－ 16,029 604 23,8361,016 19 14,35455,858142,000

所有株式数の割

合（％）
－ 28.69 1.08 42.68 1.82 0.03 25.70100.0 －

（注）１　自己株式27,149株は「個人その他」に27単元、「単元未満株式の状況」に149株含めて記載しております。

２　「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。
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(7)【大株主の状況】

　 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町１－３－１ 7,146 12.7

ラサ工業株式会社 東京都中央区京橋１－１－１ 5,000 8.9

三菱レイヨン株式会社 東京都港区港南１－６－41 5,000 8.9

三菱瓦斯化学株式会社 東京都千代田区丸の内２－５－２ 4,956 8.8

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 1,936 3.4

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１－18－６ 1,810 3.2

小野田化学工業株式会社 東京都千代田区大手町２－６－２ 1,800 3.2

三菱化学株式会社 東京都港区芝４－14－１ 1,700 3.0

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１－３－２ 1,000 1.7

朝日工業株式会社 東京都豊島区東池袋３－１－１ 1,000 1.7

計 － 31,348 55.9

　

(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 27,000
－ 単元株式数は1,000株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 55,831,000 55,831 同上

単元未満株式 普通株式 142,000 － －

発行済株式総数 　 56,000,000 － －

総株主の議決権 － 55,831 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式4,000株（議決権４個）が含ま

れております。

　

②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

コープケミカル㈱

東京都千代田区

一番町23番地３
27,000 － 27,000 0.04

計 － 27,000 － 27,000 0.04

　

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第３号の規定に基づく普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 2,867 0

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。

　

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（単元未満株式の買増し） － － － －

保有自己株式数 27,149 － 27,149 －

（注）　当期間における保有自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置付け、継続的かつ安定的な配当を行う

ことを基本方針としております。

当社は、年一回の期末配当を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会であります。

当期は、東日本大震災の影響による工場稼働率の低下や被災した資産の除却、復旧費用および一部肥料の製品回

収に伴う損失を計上したこともあり、業績が悪化したことから、当期の配当は見送らせていただきました。

　

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 244 165 392 218 150

最低（円） 136 106 140 115 70

（注）　株価は、東京証券取引所（市場第１部）におけるものであります。

　

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 108 105 114 127 132 128

最低（円） 95 91 101 103 113 70

（注）　株価は、東京証券取引所（市場第１部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

　

取締役社長

－ 三　浦　政　義 昭和25年２月12日生

昭和48年４月全国農業協同組合連合会入会

(注)３ 15

平成15年１月同会本所肥料農薬部長

15年６月当社取締役

17年２月全農グリーンリソース株式会社

参与

17年12月当社参与

18年６月当社専務取締役

19年６月当社取締役社長（現任）

常務取締役 － 関　谷　茂　男 昭和28年４月27日生

昭和51年４月全国農業協同組合連合会入会

(注)３ 8

平成15年１月同会東京支所肥料農薬部長

17年１月同会本所生産資材部次長

17年８月同会本所総合企画部地区担当部長

19年４月当社参与

19年６月当社常務取締役（現任）

常務取締役 － 柴　田　由　昭 昭和26年４月25日生

昭和50年４月当社入社

(注)３ 12

平成元年７月 当社北海道事業部釧路営業所長

12年４月当社営業部長

15年６月当社取締役営業部長

20年６月当社常務取締役（現任）

常務取締役 － 濱　　　健　一 昭和32年12月16日生

昭和55年４月農林中央金庫入庫

(注)３ 10

平成16年５月同金庫営業三部副部長

18年６月同金庫審査第二部副部長兼審査役

19年２月同金庫外国営業部長

20年７月同金庫大阪支店主任考査役

22年６月当社常務取締役（現任）

取締役 総合企画部長 中　澤　　　登 昭和28年10月26日生

昭和51年４月ラサ工業株式会社入社

(注)３ 8
平成10年６月当社営業部長代理

13年６月当社新潟工場長

17年６月当社取締役総合企画部長（現任）

取締役 化成品部長 佐　藤　満　明 昭和28年２月27日生

昭和51年４月株式会社サン化学入社

(注)３ 8

平成11年４月当社営業部長代理

13年６月当社新素材・化成品事業部長代理

17年４月当社化成品部長

21年６月当社取締役化成品部長（現任）

取締役 － 山　﨑　周　二 昭和29年６月13日生

昭和53年４月全国農業協同組合連合会入会

(注)３ －

平成13年１月同会本所肥料農薬部情報物流課長

15年１月同会本所肥料農薬部総合課長

17年８月同会本所肥料農薬部次長

19年１月同会本所肥料農薬部長（現任）

19年６月当社取締役（現任）

取締役 － 姥　貝　卓　美 昭和23年８月７日生

昭和46年４月三菱レイヨン株式会社入社

(注)３ －

平成12年６月同社化成品事業部長

16年６月同社常務取締役兼上席執行役員

繊維事業部門長兼大阪支店長

18年６月同社常務取締役兼上席執行役員

化成品・樹脂事業部門長

18年６月当社取締役（現任）

19年６月三菱レイヨン株式会社取締役

兼専務執行役員

21年６月同社代表取締役

兼専務執行役員（現任）

取締役 － 坂　田　　　学 昭和25年12月10日生

昭和51年４月ラサ工業株式会社入社

(注)３ －

平成４年７月 同社三本木工場総務課長

10年７月同社総務部総務人事課長

14年７月同社総務部人事課長

17年６月ラサ晃栄株式会社出向

（常務取締役）

19年５月同社取締役社長

22年５月ラサ工業株式会社総務部次長

22年６月同社取締役総務部長　

23年６月同社常務取締役

　 （代表取締役）（現任）

23年６月当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 山　崎　慶　重 昭和25年３月28日生

昭和49年４月三菱瓦斯化学株式会社入社

(注)３ －

平成14年６月同社取締役、天然ガス系化学品カン

パニー新潟工場長

16年６月同社取締役、常務執行役員

天然ガス系化学品カンパニー新潟

工場長

17年６月同社取締役、常務執行役員

芳香族化学品カンパニープレジデ

ント、芳香族化学品カンパニー芳香

族第二事業部長

18年６月同社取締役、常務執行役員

経営企画部担当、芳香族化学品カン

パニー管掌

19年６月同社取締役、常務執行役員

経営企画部担当、原料物流センター

管掌

20年６月同社取締役、常務執行役員

天然ガス系化学品カンパニープレ

ジデント

21年６月当社取締役（現任）

21年６月三菱瓦斯化学株式会社取締役、専務

執行役員、社長補佐、

天然ガス系化学品カンパニープレ

ジデント（代表取締役）（現任）

常勤監査役 － 中　山　明　男 昭和27年１月４日生

昭和50年４月日東化学株式会社入社

(注)４ 8

平成９年４月 当社生産技術部長代理

14年７月当社宮古工場長

17年６月当社取締役生産技術部長

22年６月当社常勤監査役（現任）

監査役 －  中　川　誠　一 昭和32年８月29日生

昭和55年４月全国農業協同組合連合会入会

(注)５ －

平成16年８月同会本所コンプライアンス業務監

査部・内部監査グループリーダー

18年２月同会本所業務監査部・監査企画グ

ループリーダー

20年１月同会本所業務監査部次長

23年１月同会本所グループ会社統括部審議

役（現任）

23年６月当社監査役（現任）

監査役 － 山　下　裕　二 昭和31年７月15日生

昭和54年４月農林中央金庫入庫

(注)５ －

平成10年７月同金庫大阪支店総務室長

17年６月同金庫広島支店長

19年４月同金庫本店業務部長

20年４月農中情報システム株式会社常勤監

査役（現任）

23年６月当社監査役（現任）

計 69

（注）１　取締役のうち山﨑周二、姥貝卓美、坂田学、山崎慶重は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役のうち中川誠一、山下裕二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　監査役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

阪　本　　　清 昭和24年３月17日生昭和49年４月第一東京弁護士会登録

(注) －　　 　 　
設楽敏男法律事務所（現設楽・阪本法律事務

所）所属

　 　 平成９年10月設楽・阪本法律事務所代表（現在）

（注）　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

a.企業統治の体制の概要

・取締役会

取締役会の監督機能を強化するため、社外取締役４名を含む取締役10名で構成し、コープケミカルグルー

プの重要な経営事項の審議・決定、事業計画、組織機構改定および主要人事など意思決定並びに業務執行の

監督を行っており、年９回開催しております。

・監査役会

毎週、常勤取締役、常勤監査役等で構成する経営会議に出席し、業務執行に関する重要事項の審議を行うほ

か業務執行の現状を共有することで、経営執行状況の監督強化に努めております。

当社は、社外監査役２名を含む３名で構成する監査役会制度を採用しており、監査役は監査役会において

監査計画を策定し、当該方針・計画に従い業務監査を適正に実施しております。また、常勤監査役は取締役会

をはじめ経営会議、その他の重要な社内会議に出席し、意見陳述を行っております。さらに会計監査人から財

務諸表監査および内部統制監査の結果報告を定期的に受けるほか、適宜意見交換を行っております。

・経営会議他

毎週、常勤取締役、常勤監査役等で構成する経営会議を開催し、業務執行に関する重要事項の審議を行うほ

か業務執行の現状を共有することで、経営執行状況の監督強化に努めております。

このほか定期的に開催している工場長会議、営業所長会議にも常勤取締役、常勤監査役が出席し、生産面、

営業面における業務執行の把握とその適正確保に努めております。

・内部監査室

取締役社長の直轄機関として内部監査室（提出日現在、専任１名、兼任８名）を設置し、当社企業グループ

の業務の有効性と効率性の確保及び財務報告の信頼性向上等に資することを目的とし、業務運営全般にわた

る評価を行ない、結果については取締役社長及び経営会議へ監査報告書等により報告を行う体制としており

ます。

・弁護士・会計監査人等

コンプライアンスの周知徹底、リスクマネジメント等の充実を図るため、複数の弁護士事務所と顧問契約

を締結し、適宜指導を仰いでおります。

会計監査人には、通常の会計監査のほか、適宜会計面に関する指導を受けております。

税務関係では税理士と顧問契約を締結し、随時、税務問題の指導をいただいております。

また、特許関係では弁理士の協力を仰ぎ専門的な立場から助言をいただいております。

・コンプライアンス

社会から信頼される企業となるためには、法令を遵守し社会規範を励行して不祥事を未然に防止するコン

プライアンス体制の構築が必要不可欠と認識し、上記の内部体制のほか、法令遵守はもとより、社会の構成員

として求められる価値観・倫理観に従い行動することと、それを実現するための仕組みを基本においた企業

行動倫理を「コープケミカルグループ　コンプライアンス・マニュアル」として制定し、企業活動における

法令遵守、公正性、倫理性を確保するための活動を定常的に行う「コンプライアンス委員会」（委員長：取

締役社長）を設置しております。

b.企業統治の体制を採用する理由

当社企業グループは、「優れた農業資材とサービスの提供を通じ農業や農家経済の発展と国民の食生活向上

に貢献するとともに、化成品事業、新素材事業等新規分野の拡充をはかる」ことにより社業を発展させ、株主、

取引先から信頼され、評価されることを経営の基本方針としております。

この実現のために、株主の皆様や投資家をはじめ、取引先、地域社会、社員等の各ステークホルダーとの良好

な関係を築くとともに、現在の株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強化・

改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。

また、株主・投資家の皆様へは、迅速かつ適正な財務情報と企業情報の開示に努め、経営の透明性を高めてま

いります。

当社は、事業内容・形態及び経営規模等を勘案し、監査役設置会社形態を採用しております。

常勤監査役は、経営会議に出席し必要に応じて意見を述べ、経営会議における審議・報告を通じて経営状況

の把握や、取締役の職務執行状況の監査に努めており、その結果を適宜監査役会に報告しております。
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c.内部統制システムの整備の状況

当社企業グループの業務の適正を確保するための体制の整備の状況は、次のとおりであります。

・取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「コンプライア

ンスマニュアル」を定めコンプライアンスに関する規範体系を明確にし、組織体制として役員・従業員等の

役割を定めコンプライアンス体制の確立を図ります。

内部統制体制として、取締役社長を委員長とする、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアン

スに関する意識の向上及びコンプライアンスに基づく適切な業務運営をはかるために、行動規範・関連諸規

程・マニュアル等の策定・見直し、推進実施計画の策定及び進捗管理、監査及び調査等の指摘事項に対する

業務改善策の普及・徹底等について取り組みます。

「内部通報規程」を制定し、コンプライアンス違反の事実や危険に関する情報の内部通報を受ける体制を

整備します。

また、内部監査部門として社長直轄の内部監査室を設置し、各部門の業務運営におけるコンプライアンス

進捗状況を検証します。

・取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務の執行に関する情報を、社内規定に基づき各管掌部門が作成し、保存その他管理につ

いては文書管理規程により行います。

・損失の危機の管理に関する規定その他の体制

当社は、「リスク管理規程」を制定してリスク管理の体制整備を図るとともに、リスク管理を効果的かつ

効率的に実施するため、取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置します。

また、内部監査室は各部門のリスク対策等の状況を検証します。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、会社に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に決定するため、常勤役員等で

構成する定例の経営会議において審議します。

また、経営目標を明示した中期計画を策定し、これに沿った会社及び各部門の目標値を年度予算として策

定し、それに基づく進捗管理を行います。

・株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、グループにおける法令・諸規則・諸規定の遵守を確保するため、各社においてコンプライアンス

体制を確立しその連携を図ると共に、関係会社に対する監査役会及び内部監査室による監査体制を構築しま

す。

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査役会からの要請がある場合には、監査役の職務を補助する使用人を選任して対応します。

・前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前項により選任された使用人の人事異動・考課については、あらかじめ監査役会の同意を得ることとしま

す。

・取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社は、経営会議他重要な会議に監査役の出席を求めるほか、コンプライアンス及びリスク管理等に関し

報告すべき事項を定め、当該事項が発生した場合には取締役及び使用人は遅滞なく報告することとします。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、内部監査部門及び会計監査人と連携して監査を行うため各監査計画について説明を受け、そ

の進捗状況についても定期的な協議を行います。

また、内部監査室は自己の監査により得た情報のうち、監査役会の職務執行に関連する事項を開示するこ

ととします。

・財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提

出に向け、内部統制システムの構築を行います。

また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うことにより金融商品取引法

及びその他の関係法令等に対する適合性を確保します。

・反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して関係を遮断し、反社会的勢

力からの不当要求については毅然とした態度で対応します。

また、総務担当部門を反社会的勢力からの対応窓口として定め、情報収集や社内における対応等の周知を

図り、警察や弁護士等の外部専門機関に適宜相談を行い連携を強化します。

EDINET提出書類

コープケミカル株式会社(E00750)

有価証券報告書

24/96



d.リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制としては、「リスク管理規程」に則り、リスク管理を行う「リスク管理委員会」（委員長：

取締役社長）が関連部署との連携を密にし、規則等の整備を行っております。

また、化学メーカーとして、工場立地地域の環境保全、工場の保安体制の維持強化を図るため、各工場の安全

衛生、環境並びに保安体制機能について審査監督する安全衛生環境保安査察を定期的に行っております。

また、安全衛生環境保安査察に際しては、関係法令・諸規則遵守を図るため、コンプライアンス上の留意点等

の検証も行っております。

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査室は監査役及び会計監査人等と連携を図りながら、監査実効性の向上に努めております。

常勤監査役は毎週、開催する経営会議に出席し、業務執行に関する重要事項の審議を行うほか業務執行の現状

を共有することで、経営執行状況の監督強化に努めております。

③　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は４名、社外監査役は２名であります。

社外取締役　山﨑周二は、当社の主要取引先である全国農業協同組合連合会の要職にあり、当社の経営の重要事

項の決定及び業務執行を行う上で、有益な助言が得られるものと判断しております。また、社外取締役　姥貝卓美、

坂田学、山崎慶重は、長年にわたり経営に携わり、その経歴を通じて培った経営の専門家として経験・見識から、

当社の経営の重要事項の決定及び業務執行の監督などに十分な役割を果たしていただけるものと判断しており

ます。

取締役会に出席し、幅広い視点から当社の経営の在り方を提言していただいております。なお、取締役会に出席

できない社外取締役には、取締役会終了後、社長等が、速やかに議案内容の詳細説明を行っております。

社外監査役　中川誠一、山下裕二は、専門分野において培った幅広い業務経験・見識から当社の取締役の業務執

行などの適法性について客観的・中立的な監査をしていただけるものと判断しております。

取締役会に出席し、幅広い視点から当社の経営の状況および取締役執行を監査していただいております。また、

監査役会開催の都度、取締役会の審議事項について、検証を行うほか、常勤監査役からその他の経営状況について

も報告を受けております。なお、社外監査役を含む監査役会は、代表取締役と適宜会合を持ち経営状況等につい

て、併せて意見交換を行っております。

また、社外取締役４名及び社外監査役２名と当社との間には利害関係はありません。

④　役員報酬等

a.役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
96 71 － － 25 8

監査役

（社外監査役を除く）
15 12 － － 2 2

社外役員 4 3 － － 0 5

b.使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの 

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容

24 3 担当部長としての給与であります。

c.役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当社から受ける財産上の利益は、株主総会の決議によっ

て定めることとなっております。
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⑤　株式の保有状況

a.投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

31銘柄　　　921百万円

b.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表

計上額

（百万円）

保有目的

朝日工業㈱ 3,000 549
安定的な営業取引を図る目的
であります。

㈱第四銀行 703,776 228
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱みずほフィナンシャルグループ 227,000 41
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 78,000 38
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 59,482 12
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱リンコーコーポレーション 76,000 8
安定的な営業取引を図る目的
であります。

㈱北越銀行 48,967 7
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 8,186 4
安定的な営業取引を図る目的
であります。

東海東京フィナンシャル・ホールディング

ス㈱
10,407 4

安定的な金融機関取引を図る
目的であります]。

㈱新潟放送 9,000 3
安定的な営業取引を図る目的
であります。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表

計上額

（百万円）

保有目的

朝日工業㈱ 3,000 386
安定的な営業取引を図る目的
であります。

㈱第四銀行 703,776 193
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱みずほフィナンシャルグループ 227,000 31
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 78,000 29
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 59,482 9
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱北越銀行 48,967 9
安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱リンコーコーポレーション 76,000 7
安定的な営業取引を図る目的
であります。

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 8,186 4
安定的な営業取引を図る目的
であります。

東海東京フィナンシャル・ホールディング

ス㈱
10,407 2

安定的な金融機関取引を図る
目的であります。

㈱新潟放送 9,000 2
安定的な営業取引を図る目的
であります。

㈱サンケイビル　 4,435 2
安定的な営業取引を図る目的
であります。

㈱インテックホールディングス 2,033 1
安定的な営業取引を図る目的
であります。

昭和シェル石油㈱ 1,150 0
安定的な営業取引を図る目的
であります。

　

　みなし保有株式

　該当事項はありません。

　

（注）　貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。

　

c.保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

⑥　会計監査の状況

a.業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員・業務執行社員 和田正夫（有限責任 あずさ監査法人）

指定有限責任社員・業務執行社員 柿崎政広（有限責任 あずさ監査法人）

b.監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ７名

その他 ７名

（注）　その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者等であります。
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⑦　取締役の選任の決議要件

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨

を定款で定めております。

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

a.自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を目的として、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会決議をもって自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

b.取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第１項の

規定により、取締役会の決議をもって、会社法第423条第１項の取締役（取締役であった者を含む。）及び監査

役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除することができる旨を定款で定

めております。

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で

定めております。
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内部統制及びコーポレート・ガバナンスのフレームワーク

　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 49 － 44 2

連結子会社 － － － －

計 49 － 44 2

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準（ＩＦＲ

Ｓ）に係るアドバイザリー業務であります。

　

④【監査報酬の決定方針】

当社は、事業規模の観点から合理的監査日数を勘案し、監査公認会計士等（金融商品取引法監査人）に対する

監査報酬額を決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

また、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成22年９月30日内閣府令第45号）附則第２条第１項第２号

ただし書きにより、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）及び前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）に係る連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、あずさ監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）及

び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）に係る連結財務諸表及び財務諸表については、有限責

任 あずさ監査法人により監査を受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,549 1,420

受取手形及び売掛金 5,625 5,135

有価証券 3 3

商品及び製品 3,874 3,688

半成工事 1 2

原材料及び貯蔵品 2,149 2,127

繰延税金資産 213 408

その他 305 418

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 13,721 13,204

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,368 2,234

機械装置及び運搬具（純額） 2,031 1,856

土地 4,555 4,555

その他（純額） 133 125

有形固定資産合計 ※3, ※4
 9,088

※3, ※4
 8,772

無形固定資産 124 133

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※4
 2,096

※2, ※4
 1,850

繰延税金資産 512 649

その他 135 115

投資その他の資産合計 2,744 2,615

固定資産合計 11,957 11,521

資産合計 25,679 24,725
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 2,754

※4
 2,838

短期借入金 ※4
 9,110

※4
 8,603

未払金 360 360

未払費用 426 449

未払法人税等 23 40

未払消費税等 128 15

賞与引当金 213 208

その他 40 109

流動負債合計 13,058 12,624

固定負債

長期借入金 ※4
 2,540

※4
 2,423

退職給付引当金 1,459 1,597

役員退職慰労引当金 122 108

環境対策引当金 31 31

負ののれん 3 －

その他 61 42

固定負債合計 4,218 4,204

負債合計 17,276 16,828

純資産の部

株主資本

資本金 2,800 2,800

資本剰余金 1,139 1,139

利益剰余金 4,055 3,681

自己株式 △4 △4

株主資本合計 7,990 7,616

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 355 223

繰延ヘッジ損益 △9 △4

その他の包括利益累計額合計 346 219

少数株主持分 65 61

純資産合計 8,402 7,897

負債純資産合計 25,679 24,725
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 23,157 21,114

売上原価 ※1, ※2
 19,821

※1, ※2
 18,096

売上総利益 3,335 3,017

販売費及び一般管理費

運賃 765 803

出荷費 277 301

役員報酬 140 143

給料及び手当 728 706

賞与引当金繰入額 65 62

退職給付費用 111 110

役員退職慰労引当金繰入額 34 32

福利厚生費 157 161

旅費及び交通費 76 73

情報管理費 71 82

賃借料 141 138

減価償却費 11 9

研究開発費 ※2
 186

※2
 176

その他 362 370

販売費及び一般管理費合計 3,129 3,174

営業利益又は営業損失（△） 205 △156

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 36 37

負ののれん償却額 4 3

助成金収入 27 19

その他 23 17

営業外収益合計 93 78

営業外費用

支払利息 217 182

持分法による投資損失 14 19

その他 31 30

営業外費用合計 263 232

経常利益又は経常損失（△） 36 △310
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※3
 8

※3
 0

関係会社清算益 110 －

貸倒引当金戻入額 0 3

償却債権取立益 － 4

特別利益合計 118 7

特別損失

固定資産除却損 ※4
 33

※4
 31

減損損失 ※5
 17 －

災害による損失 － ※6
 105

製品回収等関連損失 － ※7
 133

その他 6 3

特別損失合計 56 273

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

98 △576

法人税、住民税及び事業税 43 46

法人税等調整額 △36 △245

法人税等合計 7 △199

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △377

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △4

当期純利益又は当期純損失（△） 86 △373
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △377

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △131

繰延ヘッジ損益 － 4

その他の包括利益合計 － ※2
 △127

包括利益 － ※1
 △504

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △500

少数株主に係る包括利益 － △4
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,800 2,800

当期末残高 2,800 2,800

資本剰余金

前期末残高 1,139 1,139

当期末残高 1,139 1,139

利益剰余金

前期末残高 4,080 4,055

当期変動額

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 86 △373

当期変動額合計 △25 △373

当期末残高 4,055 3,681

自己株式

前期末残高 △3 △4

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △4 △4

株主資本合計

前期末残高 8,015 7,990

当期変動額

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 86 △373

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △25 △373

当期末残高 7,990 7,616

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 265 355

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

89 △131

当期変動額合計 89 △131

当期末残高 355 223

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △11 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 4

当期変動額合計 2 4

当期末残高 △9 △4

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 254 346

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

92 △127

当期変動額合計 92 △127

当期末残高 346 219
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主持分

前期末残高 61 65

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 △4

当期変動額合計 4 △4

当期末残高 65 61

純資産合計

前期末残高 8,331 8,402

当期変動額

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 86 △373

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 96 △131

当期変動額合計 70 △505

当期末残高 8,402 7,897
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

98 △576

減価償却費 666 676

減損損失 17 －

災害損失 － 105

関係会社清算損益（△は益） △110 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 116 138

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 30 △14

受取利息及び受取配当金 △37 △38

支払利息 217 182

売上債権の増減額（△は増加） 1,400 489

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,205 206

仕入債務の増減額（△は減少） △2,199 84

その他 △628 △132

小計 2,775 1,122

災害損失の支払額 － △85

法人税等の支払額 △1,460 △35

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,315 1,001

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5 △20

定期預金の払戻による収入 5 5

有価証券の売却及び償還による収入 3 3

有形固定資産の取得による支出 △649 △334

有形固定資産の除却による支出 △26 △14

有形固定資産の売却による収入 32 0

無形固定資産の取得による支出 △4 △22

関係会社の清算による収入 120 －

投資有価証券の取得による支出 △0 －

投資有価証券の売却による収入 0 －

利息及び配当金の受取額 37 38

その他 1 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △485 △319

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 490 610

短期借入金の返済による支出 △1,100 △1,030

長期借入れによる収入 1,300 1,200

長期借入金の返済による支出 △1,542 △1,403

利息の支払額 △217 △184

配当金の支払額 △110 －

その他 △9 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,190 △826

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △359 △144

現金及び現金同等物の期首残高 1,882 1,522

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,522

※1
 1,378
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社は５社（コープ商事物流㈱、コープエンジ

ニアリング㈱、岩手興産㈱、朝日産業㈱、宮古カルサイン

㈱）であります。

また、非連結子会社は３社であり、その合計の総資産

額、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等の額は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないので、連結の範囲から除

外しております。

なお、主要な非連結子会社は、宮古ケミカルターミナル

㈱、芳田化工有限公司であります。

１　連結の範囲に関する事項

同左

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用している関連会社は、１社（宮古吉野石

膏㈱）であります。

持分法を適用していない非連結子会社は３社、関連会

社は２社であり、その当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等の合計額が、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので、持

分法の適用から除外しております。

なお、主要な持分法非適用会社は、防城天睦化工有限公

司であります。

２　持分法の適用に関する事項

同左

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と同

じであります。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

４　会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券　同左

その他有価証券

（時価のあるもの）…期末日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は総平均法により算定）

その他有価証券

（時価のあるもの）　同左

（時価のないもの）…総平均法による原価法 （時価のないもの）　同左

②　デリバティブ　時価法 ②　デリバティブ　同左

③　たな卸資産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③　たな卸資産

同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を引き続き採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

同左

(3)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。

②　賞与引当金

同左

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。

なお、会計基準変更時差異については、15年による

按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定率法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

③　退職給付引当金

同左

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

　平成20年７月31日）を適用しております。

この変更による損益に与える影響はありません。

─────

　

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

④　役員退職慰労引当金

同左

⑤　環境対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備え

るため、当連結会計年度末において合理的に見積も

ることができる処理費用について、翌連結会計年度

以降に発生が見込まれる金額を計上しております。

⑤　環境対策引当金

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(4)重要な収益及び費用の計上基準

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19

年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年

12月27日）を当連結会計年度から適用し、当連結会

計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。

この変更による損益に与える影響はありません。　

(4)重要な収益及び費用の計上基準

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

同左

　

　

　

　

─────

　

(5)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は当該処理を採用しております。

(5)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行に当たり、ヘッジ手段と

ヘッジ対象に関する重要な条件がほぼ一致してお

り、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動等

を相殺することができることを確認しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価は省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6)                 ─────

　

　

(6)のれんの償却方法及び償却期間

負ののれんの償却については、10年間の均等償却を行

なっております。　

(7)                 ─────

　

　

(7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。　

(8)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

①　消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

(8)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

①　消費税等の処理方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評

価法によっております。

５　                 ─────

　

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

負ののれんの償却については、10年間の均等償却を行

なっております。

６　                 ─────

　

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

７　                 ─────

　

　

【会計方針の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

───── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

この変更による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

───── （連結損益計算書）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部

を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５

号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純損失」の科目

で表示しております。

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「そ

の他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金

額を記載しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１　手形割引高は次のとおりであります。

受取手形割引高 100百万円

１　手形割引高は次のとおりであります。

受取手形割引高 450百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券（株式） 900百万円 投資有価証券（株式） 791百万円

※３　有形固定資産に対する減価償却累計額は14,523百万

円であります。

※３　有形固定資産に対する減価償却累計額は15,251百万

円であります。

※４　有形固定資産、投資有価証券のうち、借入金及び買掛

金の担保として提供しているのは次のとおりでありま

す。

※４　有形固定資産、投資有価証券のうち、借入金及び買掛

金の担保として提供しているのは次のとおりでありま

す。
担保提供資産 債務

区分 金額（百万円） 科目 金額（百万円）
有形固定資産
（工場財団抵
当権）

　
短期借入金 2,800

長期借入金 2,010

建物及び構
築物

1,712買掛金 1,316

機械装置及
び運搬具

1,440　 　

土地 4,150　 　
その他 56　 　
計 7,359　 　

投資有価証券 812　 　
計 812　 　

合計 8,172 合計 6,127

　

担保提供資産 債務
区分 金額（百万円） 科目 金額（百万円）

有形固定資産
（工場財団抵
当権）

　
短期借入金 2,501

長期借入金 1,923

建物及び構
築物

1,626買掛金 1,558

機械装置及
び運搬具

1,345　 　

土地 4,150　 　
その他 57　 　
計 7,179　 　

投資有価証券 611　 　
計 611　 　

合計 7,791 合計 5,983
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額

売上原価 79百万円 売上原価 △59百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、186百万円であります。

なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はありま

せん。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、176百万円であります。

なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はありま

せん。

※３　固定資産売却益は、次のとおりであります。

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

土地 0百万円

※３　固定資産売却益は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 0百万円

※４　固定資産除却損は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損は、次のとおりであります。

建物及び構築物 9百万円

機械装置及び運搬具 15百万円

撤去費用他 7百万円

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 11百万円

撤去費用他 18百万円

※５　当社企業グループは、以下の資産について減損損失を

計上しました。

５　─────

用途 種類 地域 減損損失

遊休 土地 新潟市北区 17百万円

合計 17百万円

　

減損損失を認識した遊休不動産については、それぞ

れ個別の物件ごとにグルーピングしております。

これらについては、帳簿価額に対し市場価値が下落

しているため回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（17百万円）として特別損失に計上しまし

た。

なお、当該資産の回収可能価額は、不動産鑑定士によ

る鑑定評価を基にした正味売却価額により評価してお

ります。

　

６　───── ※６　災害による損失の主な内訳は、東日本大震災による生

産停止に伴う、固定費など95百万円および宮古市に発

生した大雨によるたな卸資産などの水害損失9百万円

であります。

７　───── ※７　製品回収等関連損失の主な内訳は、「石灰窒素水和造

粒品」の販売自粛と自主回収に伴う、たな卸資産の評

価損など133百万円であります。

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 178百万円

少数株主に係る包括利益 4百万円

計 183百万円

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 89百万円

繰延ヘッジ損益 2百万円

計 92百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 56,000,000 － － 56,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 21,273 3,009 － 24,282

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 3,009株　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 111 2.00平成21年３月31日平成21年６月29日

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 56,000,000 － － 56,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 24,282 2,867 － 27,149

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 2,867株　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,549百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金
△27百万円

現金及び現金同等物 1,522百万円

　

現金及び預金勘定 1,420百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金
△42百万円

現金及び現金同等物 1,378百万円

　

　

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

99 62 36

有形固定資産
その他

56 27 29

合計 155 90 65

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

74 56 17

有形固定資産
その他

65 48 16

合計 140 105 34

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 31百万円

１年超 34百万円

合計 65百万円

１年内 20百万円

１年超 13百万円

合計 34百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

３　支払リース料及び減価償却費相当額 ３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 47百万円

減価償却費相当額 47百万円

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による

方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業株式であり、市場価格の変動に晒されており

ます。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、その一部には、原

料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金は主に設備投資に係る

資金調達であり、償還日は決算日後、最長で６年９ヶ月後であります。変動金利の借入金は金利の変動リスク

に晒されておりますが、このうち長期のものの一部は、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取

引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ

取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方

法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご

参照ください。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。連結子会社についても、同

様の管理を行っております。

投資有価証券である株式については、定期的に把握された時価と帳簿価額の比較を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金

融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額

により表わされております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

デリバティブ取引については、取引権限を定めた社内規程に基づき、経営会議で基本方針を承認し、これ

に従い財務室が取引、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、財務室が適時に資金繰計画を作成・更新するなどにより、流動性リ

スクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２　参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 1,549 1,549 －

(2)受取手形及び売掛金 5,625 5,625 －

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 34 29 △5

②その他有価証券 910 910 －

資産計 8,120 8,114 △5

(1)支払手形及び買掛金 2,754 2,754 －

(2)短期借入金 7,735 7,735 －

(3)長期借入金 3,915 3,928 13

負債計 14,404 14,417 13

デリバティブ取引 　 　 　

①ヘッジ会計が
適用されていないもの

－ － －

②ヘッジ会計が
適用されているもの（*1）

(15) (15) －

（*1）デリバティブ取引によって生じた正味の債券・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（）で示しております。

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

満期保有目的の債券は、一定の期間ごとに区分した債券の将来キャッシュ・フローを加重平均

資本コストで割り引いた現在価値によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

なお、一年内返済予定の長期借入金は、短期借入金に含めず、長期借入金に含めて表示しており

ます。

(3)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特

例処理の対象とされており（注記事項「デリバティブ取引関係」参照）、当該金利スワップと一

体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もら

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

なお、一年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 1,154

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)

有価証券及び投資有価証券」に含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 1,549 － － －

受取手形及び売掛金 5,625 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券    　

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) 社債 3 12 15 4

合計 7,177 12 15 4

　

４．長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しております。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による

方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業株式であり、市場価格の変動に晒されており

ます。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金は主に設備投資に係る

資金調達であり、償還日は決算日後、最長で５年９ヶ月後であります。変動金利の借入金は金利の変動リスク

に晒されておりますが、このうち長期のものの一部は、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取

引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ

取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方

法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご

参照ください。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。連結子会社についても、同

様の管理を行っております。

投資有価証券である株式については、定期的に把握された時価と帳簿価額の比較を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金

融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額

により表わされております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

デリバティブ取引については、取引権限を定めた社内規程に基づき、経営会議で基本方針を承認し、これ

に従い財務室が取引、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、財務室が適時に資金繰計画を作成・更新するなどにより、流動性リ

スクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２　参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 1,420 1,420 －

(2)受取手形及び売掛金 5,135 5,135 －

(3)有価証券及び投資有価証券    

①満期保有目的の債券 31 28 △3

②その他有価証券 689 689 －

資産計 7,276 7,273 △3

(1)支払手形及び買掛金  2,838 2,838 －

(2)短期借入金 7,315 7,315 －

(3)長期借入金 3,712 3,715 3

負債計 13,865 13,868 3

デリバティブ取引 　 　 　

①ヘッジ会計が
適用されていないもの

－ － －

②ヘッジ会計が
適用されているもの（*1）

(7) (7) －

（*1）デリバティブ取引によって生じた正味の債券・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（）で示しております。

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

満期保有目的の債券は、一定の期間ごとに区分した債券の将来キャッシュ・フローを加重平均

資本コストで割り引いた現在価値によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

なお、一年内返済予定の長期借入金は、短期借入金に含めず、長期借入金に含めて表示しており

ます。

(3)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特

例処理の対象とされており（注記事項「デリバティブ取引関係」参照）、当該金利スワップと一

体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もら

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

なお、一年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 1,132

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)

有価証券及び投資有価証券」に含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
 (百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 1,420 － － －

受取手形及び売掛金 5,135 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券    　

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) 社債 3 12 15 1

合計 6,558 12 15 1

　

４．長期借入金及びその他の有利子負債の返済予定額

 
１年以内
 (百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 1,288 1,054 735 459 156 18

合計 1,288 1,054 735 459 156 18
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

１．満期保有目的の債券

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの）

　 　 　

(1)債券 　 　 　

国債・地方債等 － － －

社債 34 29 △5

その他 － － －

(2)その他 － － －

合計 34 29 △5

　

２．その他有価証券

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの）

　 　 　

(1)株式 891 290 600

(2)債券 　 　 　

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 891 290 600

（連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの）

　 　 　

(1)株式 19 21 △1

(2)債券 　 　 　

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 19 21 △1

合計 910 312 598

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　1,154百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため記載を省略しております。
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当連結会計年度（平成23年３月31日）

１．満期保有目的の債券

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの）

　 　 　

(1)債券 　 　 　

国債・地方債等 － － －

社債 31 28 △3

その他 － － －

(2)その他 － － －

合計 31 28 △3

　

２．その他有価証券

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの）

　 　 　

(1)株式 643 257 386

(2)債券 　 　 　

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 643 257 386

（連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの）

　 　 　

(1)株式 45 54 △8

(2)債券 　 　 　

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 45 54 △8

合計 689 312 377

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　1,132百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

前連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法
金利スワップ取引
変動受取・固定支払

短期借入金 500 － △15

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 1,021 683 （注２）

（注１）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当連結会計年度（平成23年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成23年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法
金利スワップ取引
変動受取・固定支払

短期借入金 500 － △7

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 1,003 647 （注２）

（注１）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、退職一時金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

イ　退職給付債務 2,104百万円 　 2,144百万円

ロ　会計基準変更時差異の未処理額 △369百万円 　 △295百万円

ハ　未認識数理計算上の差異 △275百万円 　 △251百万円

ニ　退職給付引当金（イ＋ロ＋ハ） 1,459百万円 　 1,597百万円

（注）　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

イ　勤務費用 95百万円 　 97百万円

ロ　利息費用 40百万円 　 39百万円

ハ　数理計算上の差異の費用処理額 55百万円 　 44百万円

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 73百万円 　 73百万円

ホ　臨時に支払った割増退職金等 1百万円 　 0百万円

へ　退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 266百万円 　 255百万円

（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ勤務費用」に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
　

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 　 期間定額基準

ロ　割引率 2.0％ 　 2.0％

ハ　数理計算上の差異の処理年数 13年 　 13年

ニ　会計基準変更時差異の処理年数 15年 　 15年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 592百万円

減損損失 244百万円

たな卸資産収益性の低下 169百万円

賞与引当金 86百万円

固定資産未実現利益 104百万円

その他 198百万円

繰延税金資産小計 1,396百万円

評価性引当額 △392百万円

繰延税金資産合計 1,003百万円

退職給付引当金 649百万円

減損損失 244百万円

たな卸資産収益性の低下 150百万円

賞与引当金 81百万円

固定資産未実現利益 102百万円

繰越欠損金　 220百万円

その他 191百万円

繰延税金資産小計 1,639百万円

評価性引当額 △389百万円

繰延税金資産合計 1,250百万円

　 　

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △243百万円

固定資産圧縮積立金 △29百万円

その他 △4百万円

繰延税金負債合計 △277百万円

繰延税金資産の純額 725百万円

その他有価証券評価差額金 △153百万円

固定資産圧縮積立金 △26百万円

その他 △12百万円

繰延税金負債合計 △192百万円

繰延税金資産の純額 1,057百万円

（注）　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

（注）　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 213百万円

固定資産－繰延税金資産 512百万円

流動負債－繰延税金負債 －百万円

固定負債－繰延税金負債 －百万円

流動資産－繰延税金資産 408百万円

固定資産－繰延税金資産 649百万円

流動負債－繰延税金負債 －百万円

固定負債－繰延税金負債 －百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項

目

15.2％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目

△54.4％

住民税均等割等 13.7％

評価性引当額 △4.3％

その他 △3.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.2％

　

当連結会計年度について、税金等調整前当期純損

失を計上しているため記載しておりません。
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（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

賃貸等不動産の総額の重要性が乏しいため記載を省略しております。

　　

（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成

20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

賃貸等不動産の総額の重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　
肥料事業
（百万円）

化成品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 17,153 4,546 1,456 23,157 － 23,157

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
122 740 1,387 2,249 (2,249) －

計 17,276 5,287 2,843 25,407 (2,249) 23,157

営業費用 16,826 4,502 2,810 24,139 (1,187) 22,951

営業利益 449 785 32 1,267 (1,062) 205

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
　 　 　 　 　 　

資産 17,866 2,387 2,145 22,399 3,279 25,679

減価償却費 494 48 99 642 24 666

減損損失 － － － － 17 17

資本的支出 400 9 227 636 22 658

（注）１　事業区分の方法

当社及び当社企業グループの事業区分は、製品の製造方法及び販売方法を基準に区分しております。

２　各事業区分の主要製品

肥料事業 高度化成肥料、普通化成肥料、有機化成肥料、りん安、過石・重過石、石灰窒素

化成品事業 りん酸、りん酸カルシウム、工業用りん酸、硫酸

その他事業 合成雲母、合成スメクタイト、プラント等の設計および施工、不動産賃貸、運送業務

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理

部門に係る経費であります。

当連結会計年度 1,060百万円

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運

用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

当連結会計年度 3,489百万円

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

当社は在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

【セグメント情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社は、本社に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて

国内の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「肥

料事業」および「化成品事業」を報告セグメントとしております。

「肥料事業」は、高度化成などの製品を生産しております。

「化成品事業」は、りん酸カルシウム、工業用りん酸、肥料用りん酸などを生産しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 報告セグメント その他
（注）
（百万円）

合計
（百万円） 

肥料事業
（百万円）

化成品事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　
外部顧客への売上高 17,153 4,546 21,700 1,456 23,157
セグメント間の内部売上高又は
振替高

122 740 862 1,387 2,249

計 17,276 5,287 22,563 2,843 25,407
セグメント利益 449 785 1,235 32 1,267
セグメント資産 17,866 2,387 20,254 2,145 22,399
その他の項目 　 　 　 　 　
減価償却費 494 48 542 99 642
有形固定資産及び無形固定資産
の増加額

400 9 409 227 636

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成雲母、合成スメクタイト、プラント

等の設計及び施工、不動産賃貸、運送業務等を含んでおります。

　

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

 報告セグメント その他
（注）
（百万円）

合計
（百万円） 

肥料事業
（百万円）

化成品事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　
外部顧客への売上高 15,189 4,349 19,539 1,575 21,114
セグメント間の内部売上高又は
振替高

100 840 941 1,273 2,215

計 15,290 5,190 20,480 2,849 23,329
セグメント利益 347 462 809 53 862
セグメント資産 16,852 3,096 19,948 2,135 22,084
その他の項目 　 　 　 　 　
減価償却費 489 45 535 117 652
有形固定資産及び無形固定資産
の増加額

280 8 289 79 369

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成雲母、合成スメクタイト、プラント

等の設計及び施工、不動産賃貸、運送業務等を含んでおります。
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度
報告セグメント計 22,563 20,480
「その他」の区分の売上高 2,843 2,849
セグメント間取引消去 △2,249 △2,215
連結財務諸表の売上高 23,157 21,114
　

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度
報告セグメント計 1,235 809
「その他」の区分の利益 32 53
セグメント間取引消去 △2 1
全社費用（注） △1,060 △1,020
連結財務諸表の営業利益又は営業損失（△） 205 △156

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度
報告セグメント計 20,254 19,948
「その他」の区分の資産 2,145 2,135
全社資産（注） 3,279 2,641
連結財務諸表の資産合計 25,679 24,725

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社固定資産であります。

（単位：百万円）

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額
前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

前連結会
計年度

当連結会
計年度

減価償却費 542 535 99 117 24 24 666 676
有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

409 289 227 79 22 31 658 400

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社固定資産の設備投資額であります。
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【関連情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

 （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名
全国農業協同組合連合会 16,162　肥料事業、化成品事業、その他

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

 （単位：百万円）

 肥料事業 化成品事業 その他（注） 全社・消去 合計

（負ののれん）　                     
当期償却額 － － 3 － 3
当期末残高 － － － － －

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合成雲母、合成スメクタイ

ト、プラント等の設計及び施工、不動産賃貸、運送業務等を含んでおります。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

種類 会社等の名称又は氏名 所在地
資本金又は出資金
（百万円）

事業の内容又は職
業

議決権等の所有
（被所有）割合
（％）

主要株主 全国農業協同組合連合会 東京都千代田区 115,290
農業資材の供給

農産物の取扱事業

被所有

直接　12.7

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

製品の販売 肥料製品の売上高 18,387受取手形 1,996

原材料の購入 商品・原材料の仕入 7,174売掛金 2,328

役員の兼任 　 　 未収入金 13

　 　 　 買掛金 1,316

　 　 　 前受金 10

　 　 　 未払費用 28

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

・肥料製品の販売価格は、肥料年度毎に決められる銘柄別の価格によっております。

・商品・原材料の購入は主に輸入品であり、海外市況、為替の変動等を勘案して仕切価格を決定しておりま

す。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る）等

種類 会社等の名称又は氏名 所在地
資本金又は出資金
（百万円）

事業の内容又は職
業

議決権等の所有
（被所有）割合
（％）

主要株主 全国農業協同組合連合会 東京都千代田区 115,287
農業資材の供給

農産物の取扱事業

被所有

直接　12.7

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

製品の販売 肥料製品の売上高 16,067受取手形 1,656

原材料の購入 商品・原材料の仕入 8,219売掛金 2,382

役員の兼任 　 　 未収入金 10

　 　 　 買掛金 1,558

　 　 　 前受金 36

　 　 　 未払費用 43

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

・肥料製品の販売価格は、肥料年度毎に決められる銘柄別の価格によっております。

・商品・原材料の購入は主に輸入品であり、海外市況、為替の変動等を勘案して仕切価格を決定しておりま

す。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 148.94円

１株当たり当期純利益 1.55円

１株当たり純資産額 139.99円

１株当たり当期純損失（△） △6.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 8,402 7,897

普通株式に係る純資産額（百万円） 8,336 7,835

差額の主な内訳（百万円）
少数株主持分

　

65

　

61

普通株式の発行済株式数（千株） 56,000 56,000

普通株式の自己株式数（千株） 24 27

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

55,975 55,972

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
（△）（百万円）

86 △373

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
86 △373

普通株式の期中平均株式数（千株） 55,976 55,974

 

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

「石灰窒素水和造粒品」の販売自粛と自主回収について

当社製品の「石灰窒素水和造粒品」において、一部肥料として有効でない成分が認められたことから、

当該製品の販売自粛並びに自主回収を行うことといたしました。　

１．事実の概要と経緯

当社が製造し、全国農業協同組合連合会を通じて販売している肥料である「石灰窒素水和造粒品」に
おいて、非有効性成分（メラミン）が認められました。原因は石灰窒素水和造粒品の製造過程で副生し
たものと考えられます。これは肥料取締法に基づく公定規格において有害成分として規定されておりま
せんが、日本石灰窒素工業会の指導を受け、当該製品につきまして販売自粛並びに自主回収を行うこと
といたしました。　

２．対象銘柄

２０粒状石灰窒素（肥料登録番号　生第８２８１１号　　農薬登録番号　第２１０７６号）
　

なお、自主回収した当該製品に伴う、たな卸資産の評価損見積り相当額１７７百万円を製品回収等関連

損失として、翌連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日）の第１四半期連結会計期間（平

成23年４月１日から平成23年６月30日）において、特別損失に計上する見込みであります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,735 7,315 1.213 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,375 1,288 2.124 －

１年以内に返済予定のリース債務 13 19 － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
2,540 2,423 1.945

平成24年８月31日
～

平成28年12月20日

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
31 40 －

平成24年６月15日
～

平成27年12月31日

合計 11,695 11,086 － －

（注）１　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,054 735 459 156

リース債務 15 13 8 1

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

　

(2)【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等 

　 

　
第１四半期

(自平成22年４月１日
至平成22年６月30日)

第２四半期
(自平成22年７月１日
至平成22年９月30日)

第３四半期
(自平成22年10月１日
至平成22年12月31日)

第４四半期
(自平成23年１月１日
至平成23年３月31日)

売上高（百万円） 4,341 5,684 5,542 5,545

税金等調整前四半期
純利益金額又は税金
等調整前四半期純損
失金額（△）（百万
円）

△531 3 77 △125

四半期純利益金額又
は四半期純損失金額
（△）（百万円）

△326 △8 32 △71

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額（△）（円）

△5.84 △0.15 0.58 △1.27
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 856 798

受取手形 1,995 1,322

売掛金 ※5
 3,641

※5
 3,734

有価証券 3 3

商品及び製品 3,853 3,675

原材料及び貯蔵品 2,081 2,085

前払費用 113 77

短期貸付金 ※5
 51

※5
 51

未収入金 179 333

繰延税金資産 180 369

その他 1 0

流動資産合計 12,957 12,451

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,418 1,322

構築物（純額） 915 883

機械及び装置（純額） 1,994 1,819

車両運搬具（純額） 25 15

工具、器具及び備品（純額） 114 106

土地 4,400 4,400

有形固定資産合計 ※1, ※2
 8,868

※1, ※2
 8,547

無形固定資産

借地権 83 83

ソフトウエア 27 36

施設利用権 11 11

無形固定資産合計 122 131

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 1,173

※1
 949

関係会社株式 527 527

出資金 3 3

従業員に対する長期貸付金 0 －

繰延税金資産 357 491

その他 116 97

投資その他の資産合計 2,178 2,068

固定資産合計 11,169 10,747

資産合計 24,126 23,199
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※5
 505

※5
 541

買掛金 ※1, ※5
 2,238

※1, ※5
 2,380

短期借入金 ※1
 7,635

※1
 7,235

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 1,375

※1
 1,288

未払金 ※5
 461

※5
 386

未払費用 399 425

未払法人税等 12 18

未払消費税等 116 －

前受金 12 37

預り金 23 24

賞与引当金 145 129

設備関係支払手形 2 3

その他 2 26

流動負債合計 12,932 12,497

固定負債

長期借入金 ※1
 2,540

※1
 2,423

退職給付引当金 1,354 1,485

役員退職慰労引当金 106 89

環境対策引当金 31 31

その他 15 3

固定負債合計 4,047 4,033

負債合計 16,979 16,530

純資産の部

株主資本

資本金 2,800 2,800

資本剰余金

資本準備金 1,139 1,139

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 1,139 1,139

利益剰余金

利益準備金 29 29

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 43 39

繰越利益剰余金 2,792 2,445

利益剰余金合計 2,865 2,514

自己株式 △4 △4

株主資本合計 6,800 6,449

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 355 224

繰延ヘッジ損益 △9 △4

評価・換算差額等合計 346 219

純資産合計 7,147 6,668

負債純資産合計 24,126 23,199
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 21,900 19,778

売上原価

製品期首たな卸高 3,731 2,902

当期製品仕入高 2,228 2,249

当期製品製造原価 ※2
 15,821

※2
 15,073

他勘定受入高 12 △19

他勘定振替高 ※3
 40

※3
 162

合計 21,754 20,043

製品期末たな卸高 2,902 2,981

売上原価合計 ※1
 18,851

※1
 17,061

売上総利益 3,049 2,716

販売費及び一般管理費

運賃 768 798

出荷費 277 301

役員報酬 90 88

給料及び手当 611 593

賞与引当金繰入額 60 55

退職給付費用 107 106

役員退職慰労引当金繰入額 29 27

福利厚生費 128 132

旅費及び交通費 70 66

情報管理費 71 82

賃借料 128 128

減価償却費 6 5

研究開発費 ※2
 186

※2
 176

その他 339 331

販売費及び一般管理費合計 2,876 2,894

営業利益又は営業損失（△） 172 △177

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 ※9
 61

※9
 56

受取手数料 5 －

助成金収入 9 6

その他 10 16

営業外収益合計 89 80

営業外費用

支払利息 215 181

その他 31 29

営業外費用合計 247 210

経常利益又は経常損失（△） 14 △307
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※4
 6 －

関係会社清算益 110 －

特別利益合計 117 －

特別損失

固定資産除却損 ※5, ※9
 33

※5, ※9
 31

減損損失 ※6
 17 －

災害による損失 － ※7
 103

製品回収等関連損失 － ※8
 133

その他 6 0

特別損失合計 57 269

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 74 △576

法人税、住民税及び事業税 10 10

法人税等調整額 △24 △236

法人税等合計 △13 △225

当期純利益又は当期純損失（△） 88 △351
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【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 12,465 81.3 11,858 79.9
Ⅱ　労務費 ※１ 1,049 6.8 1,035 7.0
Ⅲ　経費 　 1,830 11.9 1,941 13.1
１　減価償却費 　 591 　 598 　
２　その他 　 1,238 　 1,343 　
当期総製造費用 　 15,344 100.0 14,835 100.0
半製品期首たな卸高 　 1,433 　 950 　

合計 　 16,778 　 15,786 　
他勘定振替高及び控除項目 ※２ 6 　 18 　
半製品期末たな卸高 　 950 　 694 　
当期製品製造原価 　 15,821 　 15,073 　

　 　 　 　 　 　

　

脚注

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　当社は工程別総合原価計算を実施しております。 同左

※１　このうち賞与引当金繰入額は75百万円、退職給付費用

は128百万円であります。

※１　このうち賞与引当金繰入額は67百万円、退職給付費用

は123百万円であります。

※２　他勘定振替高はバラ製品再投入高、控除項目は他社向

ユーティリティー供給高等であります。

※２　同左
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,800 2,800

当期末残高 2,800 2,800

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,139 1,139

当期末残高 1,139 1,139

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期末残高 0 0

資本剰余金合計

前期末残高 1,139 1,139

当期末残高 1,139 1,139

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 29 29

当期末残高 29 29

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 47 43

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △4 △4

当期変動額合計 △4 △4

当期末残高 43 39

繰越利益剰余金

前期末残高 2,811 2,792

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 4 4

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 88 △351

当期変動額合計 △19 △347

当期末残高 2,792 2,445

利益剰余金合計

前期末残高 2,889 2,865

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 88 △351

当期変動額合計 △23 △351

当期末残高 2,865 2,514

自己株式

前期末残高 △3 △4

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △4 △4
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 6,824 6,800

当期変動額

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 88 △351

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △24 △351

当期末残高 6,800 6,449

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 265 355

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

89 △131

当期変動額合計 89 △131

当期末残高 355 224

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △11 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 4

当期変動額合計 2 4

当期末残高 △9 △4

評価・換算差額等合計

前期末残高 254 346

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

92 △126

当期変動額合計 92 △126

当期末残高 346 219

純資産合計

前期末残高 7,079 7,147

当期変動額

剰余金の配当 △111 －

当期純利益又は当期純損失（△） 88 △351

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 92 △126

当期変動額合計 67 △478

当期末残高 7,147 6,668
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1)満期保有目的の債券

同左

　 (2)子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(2)子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (3)その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により

算定）

(3)その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっており

ます。ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用してお

ります。

なお、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を引き続き採用しております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

同左

５　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1)貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 (2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来

の支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しております。

(2)賞与引当金

同左

　 (3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定率法により、翌事業年度

から費用処理することとしております。

(3)退職給付引当金

同左

　 （会計方針の変更）

当事業年度より「「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）」（企業会計

基準第19号　平成20年７月31日）を適用し

ております。

この変更による損益に与える影響はあり

ません。

─────

　

　 (4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。

(4)役員退職慰労引当金

同左

　 (5)環境対策引当金

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の

支出に備えるため、当事業年度末において

合理的に見積もることができる処理費用

について、翌事業年度以降に発生が見込ま

れる金額を計上しております。

(5)環境対策引当金

同左

６　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしている場合は当該処理を

採用しております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

　 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3)ヘッジ方針

金利リスク低減のため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。

(3)ヘッジ方針

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 (4)ヘッジ有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行に当たり、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件

がほぼ一致しており、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して相場変動等を相殺するこ

とができることを確認しております。

ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価は省略し

ております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

(1)消費税等の処理方法

同左

 

【会計方針の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

───── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　この変更による損益に与える影響はありません。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１　有形固定資産、投資有価証券のうち借入金及び買掛金

の担保として提供しているのは次のとおりでありま

す。

※１　有形固定資産、投資有価証券のうち借入金及び買掛金

の担保として提供しているのは次のとおりでありま

す。
担保提供資産 債務

区分 金額（百万円） 科目 金額（百万円）
有形固定資産
（工場財団抵当
権）
　
建物
　
構築物
　
機械及び装置
　
工具器具備品
　
土地　

　
　
　
　
967
　
744
　

1,440
　
56
　

4,150

短期借入金 1,702

１年内返済予定
の長期借入金

1,097

長期借入金 2,010

買掛金 1,316

　 　

計 7,359　 　
投資有価証券 812　 　

計 812　 　

合計 8,172 合計 6,127

担保提供資産 債務
区分 金額（百万円） 科目 金額（百万円）

有形固定資産
（工場財団抵当
権）
　
建物
　
構築物
　
機械及び装置
　
工具器具備品
　
土地　

　
　
　
　
904
　
721
　

1,345
　
57
　

4,150

短期借入金 1,501

１年内返済予定
の長期借入金

999

長期借入金 1,923

買掛金 1,558

　 　

計 7,179　 　
投資有価証券 611　 　

計 611　 　

合計 7,791 合計 5,983

※２　有形固定資産に対する減価償却累計額は14,060百万

円であります。

※２　有形固定資産に対する減価償却累計額は14,768百万

円であります。

３　偶発債務として金融機関借入金に対し次の債務保証

をしております。

３　偶発債務として金融機関借入金に対し次の債務保証

をしております。

コープ商事物流㈱ 40百万円 コープ商事物流㈱ 30百万円

４　手形割引高は次のとおりであります。

受取手形割引高 100百万円

４　手形割引高は次のとおりであります。

受取手形割引高 450百万円

※５　関係会社に対する主な資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか、次のものがあります。

※５　関係会社に対する主な資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか、次のものがあります。

区分 科目 金額（百万円）
流動資産 売掛金 427
　 短期貸付金 51
流動負債 支払手形 260
　 買掛金 115
　 未払金 192
　

区分 科目 金額（百万円）
流動資産 売掛金 425
　 短期貸付金 51
流動負債 支払手形 266
　 買掛金 117
　 未払金 130
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額

売上原価 79百万円 売上原価 △59百万円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、186百万円であります。

なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はありま

せん。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、176百万円であります。

なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はありま

せん。

※３　他勘定振替高は、広告宣伝費（展示圃見本費）15百万

円、解袋に伴う出荷費への振替15百万円他であります。

※３　他勘定振替高は、広告宣伝費（展示圃見本費）15百万

円、解袋に伴う出荷費への振替15百万円他であります。

※４　固定資産売却益は、次のとおりであります。　

建物及び構築物 6百万円

土地 0百万円

４　─────　

　

※５　固定資産除却損は、次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損は、次のとおりであります。

建物 8百万円

構築物 1百万円

機械及び装置 14百万円

撤去費用他 8百万円

建物 1百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 10百万円

撤去費用他 20百万円

※６　当社は、以下の資産について減損損失を計上しまし

た。

６　─────

用途 種類 地域 減損損失
遊休 土地 新潟市北区 17百万円

合計 17百万円

　

減損損失を認識した遊休不動産については、それぞ

れ個別の物件ごとにグルーピングしております。

これらについては、帳簿価額に対し市場価値が下落

しているため回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（17百万円）として特別損失に計上しまし

た。

なお、当該資産の回収可能価額は、不動産鑑定士によ

る鑑定評価を基にした正味売却価額により評価してお

ります。

　

７　───── ※７　災害による損失の主な内訳は、東日本大震災による生

産停止に伴う固定費など93百万円および宮古市に発生

した大雨によるたな卸資産などの水害損失9百万円で

あります。

８　───── ※８　製品回収等関連損失の主な内訳は、「石灰窒素水和造

粒品」の販売自粛と自主回収に伴うたな卸資産の評価

損など133百万円であります。

※９　関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれて

おります。

※９　関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれて

おります。

関係会社よりの受取配当金 24百万円

関係会社に対する固定資産除却損

（撤去費用他）
25百万円

関係会社よりの受取配当金 19百万円

関係会社に対する固定資産除却損

（撤去費用他）
15百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 21,273 3,009 － 24,282

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加 　　 3,009株

　

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 24,282 2,867 － 27,149

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加 　　 2,867株

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具備品 47 20 26
合計 47 20 26

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具備品 60 45 14
合計 60 45 14

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 11百万円

１年超 14百万円

合計 26百万円

１年内 7百万円

１年超 6百万円

合計 14百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

３　支払リース料及び減価償却費相当額 ３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式422百万円、関連会社株式104百万円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成23年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式422百万円、関連会社株式104百万円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 551百万円

減損損失 244百万円

賞与引当金 62百万円

役員退職慰労引当金 43百万円

たな卸資産収益性の低下 169百万円

その他 136百万円

繰延税金資産小計 1,208百万円

評価性引当額 △392百万円

繰延税金資産合計 815百万円

退職給付引当金 604百万円

減損損失 244百万円

賞与引当金 52百万円

役員退職慰労引当金 36百万円

たな卸資産収益性の低下 145百万円

繰越欠損金　 220百万円

その他 139百万円

繰延税金資産小計 1,443百万円

評価性引当額 △389百万円

繰延税金資産合計 1,054百万円

（繰延税金負債） （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △243百万円

固定資産圧縮積立金 △29百万円

その他 △3百万円

繰延税金負債合計 △277百万円

繰延税金資産の純額 538百万円

その他有価証券評価差額金 △153百万円

固定資産圧縮積立金 △26百万円

その他 △12百万円

繰延税金負債合計 △192百万円

繰延税金資産の純額 861百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 19.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△84.8％

住民税均等割等 14.4％

評価性引当金 △2.9％

その他 △4.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △18.0％

　

当事業年度について、税金等調整前当期純損失を計

上しているため記載しておりません。
　

 

（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 127.68円

１株当たり当期純利益 1.58円

１株当たり純資産額 119.14円

１株当たり当期純損失（△） △6.28円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（平成22年３月31日）
当事業年度

（平成23年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 7,147 6,668

普通株式に係る純資産額（百万円） 7,147 6,668

普通株式の発行済株式数（千株） 56,000 56,000

普通株式の自己株式数（千株） 24 27

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数（千株）
55,975 55,972

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

損益計算書上の当期純利益又は

当期純損失（△）（百万円）
88 △351

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は

当期純損失（△）（百万円）
88 △351

普通株式の期中平均株式数（千株） 55,976 55,974

　

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

「石灰窒素水和造粒品」の販売自粛と自主回収について

当社製品の「石灰窒素水和造粒品」において、一部肥料として有効でない成分が認められたことから、

当該製品の販売自粛並びに自主回収を行うことといたしました。

１．事実の概要と経緯

当社が製造し、全国農業協同組合連合会を通じて販売している肥料である「石灰窒素水和造粒品」に

おいて、非有効性成分（メラミン）が認められました。原因は石灰窒素水和造粒品の製造過程で副生し

たものと考えられます。これは肥料取締法に基づく公定規格において有害成分として規定されておりま

せんが、日本石灰窒素工業会の指導を受け、当該製品につきまして販売自粛並びに自主回収を行うこと

といたしました。

２．対象銘柄

２０粒状石灰窒素（肥料登録番号　生第８２８１１号　　農薬登録番号　第２１０７６号）

　

なお、自主回収した当該製品に伴う、たな卸資産の評価損見積り相当額１７７百万円を製品回収等関連

損失として、翌事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日）の第１四半期会計期間（平成23年４

月１日から平成23年６月30日）において、特別損失に計上する見込みであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券） 　 　

（その他有価証券） 　 　

朝日工業㈱ 3,000 386

㈱第四銀行 703,776 193

小野田化学工業㈱ 190,000 104

全農グリーンリソース㈱ 8,000 80

㈱みずほフィナンシャルグループ 227,000 31

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 78,000 29

日東石膏ボード㈱ 40,000 20

新潟吉野石膏㈱ 20,000 10

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 59,482 9

㈱北越銀行 48,967 9

秋田ビル㈱他21銘柄 253,978 46

計 1,632,203 921

　

【債券】

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

（有価証券） 　 　

（満期保有目的の債券） 　 　

新潟県工業用水道事業債券 3 3

（投資有価証券） 　 　

（満期保有目的の債券） 　 　

新潟県工業用水道事業債券 28 28

計 31 31
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 5,041 21 18 5,044 3,721 113 1,322

構築物 3,348 275 13 3,609 2,726 98 883

機械及び装置 9,442 213 100 9,555 7,736 377 1,819

車両運搬具 69 1 2 68 52 9 15

工具、器具及び備品 627 31 21 637 531 35 106

土地 4,400 － － 4,400 － － 4,400

建設仮勘定 － 554 554 － － － －

有形固定資産計 22,929 1,097 711 23,31514,768 634 8,547

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

借地権 － － － 83 － － 83

ソフトウエア － － － 72 36 13 36

施設利用権 － － － 11 0 0 11

無形固定資産計 － － － 168 36 13 131

（注）１　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

構築物　　　　工業用水配管更新工事        　　   　12百万円

構築物　　　　原土置場増設工事        　　    　 　16百万円

機械及び装置　ドライヤーバグフイルター更新工事　 　59百万円

機械及び装置　半製品タンク増設・用水増能工事 　　　16百万円

建設仮勘定　　工業用水配管更新工事　            　 12百万円

建設仮勘定　　原土置場増設工事                　 　16百万円

建設仮勘定　  ドライヤーバグフイルター更新工事   　62百万円

建設仮勘定　  半製品タンク増設・用水増能工事 　　　16百万円

２　当期減少額の主なものは次のとおりであります。

機械及び装置　濃燐酸及び排水処理設備 　　　　　　　10百万円

機械及び装置　ドライヤーバグフイルター 　　　　　　37百万円

３　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」、及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 145 129 145 － 129

役員退職慰労引当金 106 27 44 － 89

環境対策引当金 31 － － － 31
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(2)【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末（平成23年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

銀行預金

当座預金 79

普通預金 85

通知預金 625

定期預金 5

その他預金 0

小計 795

合計 798

　

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

全国農業協同組合連合会 1,206

日栄薬品興業㈱ 34

金森産業㈱ 19

三京化成㈱ 14

岩田商会㈱ 9

白石カルシウム㈱ 8

その他 31

合計 1,322

　

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成23年４月満期 1,040

５月満期 245

６月満期 32

７月満期 3

合計 1,322
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

全国農業協同組合連合会 2,382

コープ商事物流㈱ 390

ラサ工業㈱ 189

三谷産業㈱ 101

㈱シマダ 88

朝日工業㈱ 78

その他 503

合計 3,734

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

科目
(Ａ)
期首残高
（百万円）

(Ｂ)
当期発生高
（百万円）

(Ｃ)
当期回収高
（百万円）

(Ｄ)
期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

((Ａ)+(Ｄ))÷２
(Ｂ)÷365

売掛金 3,641 21,986 21,893 3,734 85.4 61.2

（注）　当期発生高は、消費税等を含んだ金額であります。

　

④　商品及び製品

科目 区分 金額（百万円）

製品

高度化成肥料 1,485

有機化成肥料 534

ＮＫ化成肥料 168

液体肥料 162

石灰窒素 148

その他肥料 304

工業用燐酸他 177

小計 2,981

半製品

過石・重過石 222

りん安 176

高度化成肥料 71

有機化成肥料 27

その他肥料 62

工業用燐酸他 134

小計 694

合計 3,675
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⑤　原材料及び貯蔵品

科目 区分 金額（百万円）

原材料

りん酸液 969

塩化加里 244

ＬＰ尿素 235

りん鉱石 107

りん安 100

その他 427

合計 2,085

　

⑥　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

コープ商事物流㈱ 266

日鉱商事㈱ 73

八戸通運㈱ 35

ラサ晃栄㈱ 28

日本鉱研㈱ 15

日本マタイ㈱ 8

その他 111

合計 541

　

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成23年４月満期 140

５月満期 122

６月満期 118

７月満期 94

８月満期 62

９月満期 3

合計 541
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⑦　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

全国農業協同組合連合会 1,558

朝日工業㈱ 206

三菱瓦斯化学㈱ 137

コープ商事物流㈱ 96

小野田化学工業㈱ 51

サンアグロ㈱ 51

その他 277

合計 2,380

　

⑧　短期借入金

借入先 金額（百万円）

農林中央金庫 2,980

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,210

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 950

㈱みずほコーポレート銀行 800

㈱秋田銀行 430

㈱第四銀行 260

中央三井信託銀行㈱ 185

㈱岩手銀行 170

㈱北陸銀行 150

㈱日本政策投資銀行 100

合計 7,235
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⑨　１年内返済予定の長期借入金

借入先 金額（百万円）

農林中央金庫 291

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 266

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 198

㈱みずほコーポレート銀行 168

㈱日本政策投資銀行 127

㈱北陸銀行 62

㈱秋田銀行 46

㈱第四銀行 34

中央三井信託銀行㈱ 34

茨城県信用農業協同組合連合会 29

共栄火災海上保険㈱ 19

明治安田生命保険相互会社 9

合計 1,288

　

⑩　長期借入金

借入先 金額（百万円）

農林中央金庫 486

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 445

㈱日本政策投資銀行 431

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 365

㈱みずほコーポレート銀行 282

㈱北陸銀行 114

㈱秋田銀行 78

㈱第四銀行 59

中央三井信託銀行㈱ 59

茨城県信用農業協同組合連合会 55

共栄火災海上保険㈱ 36

明治安田生命保険相互会社 10

合計 2,423
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⑪　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 2,031

未認識数理計算上の差異 △251

会計基準変更時差異の未処理額 △295

合計 1,485

　

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し 　

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。

ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたとき

は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL　http://www.co-op.co.jp

株主に対する特典 なし

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当て

を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第99期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月29日関東財務局長に提出

　

(2)内部統制報告書及びその添付書類

平成22年６月29日関東財務局長に提出

　

(3)四半期報告書及び確認書

第100期第１四半期（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月12日関東財務局長に提出

第100期第２四半期（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月12日関東財務局長に提出

第100期第３四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月14日関東財務局長に提出

　

(4)臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

平成22年７月２日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報

告書

平成23年３月31日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

　

平成22年６月29日
コープケミカル株式会社
 取締役会　御中  

 

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員 
 公認会計士 和　田　　正　夫　　㊞

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 河　西　　正　之　　㊞

 

＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられているコープケミカル株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年
度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ
シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを
求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい
る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、コープケミカル株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。 
　
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コープケミカル
株式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を
整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場
から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告
の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準
拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎
として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った
記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、コープケミカル株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ
ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内
部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。 
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 
　

以　　上
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

　

平成23年６月29日
コープケミカル株式会社
 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 和　田　　正　夫　　㊞

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士 柿　崎　　政　広　　㊞

 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るコープケミカル株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コープ

ケミカル株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は「石灰窒素水和造粒品」について販売自粛並びに自主回

収を行っている。

　

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コープケミカル株式会社の平成

23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、コープケミカル株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

　
以　　上

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

　

平成22年６月29日
コープケミカル株式会社
 取締役会　御中  
 
　

 あ ず さ 監 査 法 人 

　

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 和　田　　正　夫　　㊞

　

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 河　西　　正　之　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているコープケミカル株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第99期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、コープケミカル株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 　

以　　上

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

　

平成23年６月29日
コープケミカル株式会社
 取締役会　御中  
 
　

 有限責任 あずさ監査法人  

　

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士 和　田　　正　夫　　㊞

　

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士 柿　崎　　政　広　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているコープケミカル株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第100期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、コープケミカル株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は「石灰窒素水和造粒品」について販売自

粛並びに自主回収を行っている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 　

以　　上

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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